
（ ）

　

地球温暖化対策
関係

- -

- 2,482,716

達成度 ％ - - - -

算
出
方
法

需要推計に基づく
事業完了までにかか
る国費見込額/CO2

削減量(30年)

う
ち

、

直
接
効
果

成果実績 円/t-CO2 - - - -

目標値 円/t-CO2 - - - - 2,482,716

達成度 -

横断的な施策に
係る成果目標
及び成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 分類 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 34 年度

目
標
・
指
標

連絡線等の建設により
ＣＯ2排出量を年間約

1,800t削減させる

1t-ＣＯ2当たりの削
減コスト

成果実績 円/t-CO2 - - - -

目標値 円/t-CO2 -

-

チェック

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

105% 99% 99%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
鉄道事業者からのデータを元に国土交通省にて集計

- -

％

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
都市鉄道等利便増進法第２３条

主要政策・施策

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

8,845

東京圏の相互直通運転の
路線延長を平成34年度に
947kmとする

実施方法

26年度

都市鉄道利便増進事業 担当部局庁 鉄道局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 都市鉄道政策課 課長　岡野　まさ子

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し ▲ 4,701

計

28年度

公共事業

▲ 4,765

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

第三セクター等公的主体が行う都市鉄道利便増進事業（都市鉄道等利便増進法による国土交通大臣の認定を受けた計画に基づく連絡線、相互直通施設又
は追越施設の整備、既設駅の改良）に要する経費の一部（補助対象経費の１／３以内かつ地方公共団体と同額）を補助する。

-

5,760

- -

▲ 4,836

東京圏の相互直通運転の
路線延長

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

13,600

4,8364,765

6,040

平成１７年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

都市鉄道の既存ストックを有効活用して速達性の向上及び駅施設の利用円滑化を図ることにより利用者の利便を増進し、もって活力ある都市活動及びゆとり
のある都市生活の実現に寄与することを目的とする。

前年度から繰越し 4,981 4,701

成果実績

目標値

成果指標 単位

km
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） km

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

6,040 8,781 13,529 16,404 11,568

8,781 13,529

執行率（％） 100% 100% 100%

947

都市鉄道等の利用者の利便増進に関する基本方針

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- -

-

880 880

-

-

-

11,568 11,568

関係する計画、
通知等

達成度

880

-

年度 年度34

0

11,568

0

11,568

事業番号 0277

観光立国、地球温暖化対策

29年度当初予算

11,568

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目
都市鉄道利便増進事業費

補助

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

「新しい日本のための優先課題推進枠」11,568

30年度要求

11,568



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

29年度
活動見込

30年度
活動見込

1 1

-

事業者単独では進みにくい事業であるため、事業者による
資金調達とともに、地方公共団体と協調して補助を行ってい
る。

○

評　価項　　目

都市鉄道の既存ストックを有効活用して速達性の向上及び
駅施設の利用円滑化を図ることにより利用者の利便を増進
することを目的としており、社会のニーズを反映している。

150

目標最終年度

目標年度

年度 32

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

箇所

計算式
執行額／事
業者数

16,404

26年度 27年度 28年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

16,404/1

29年度活動見込

6,040 8,781 13,529

活動実績

28年度

百万円

単位

計画開始時

都市鉄道利便増進事業を実施している施設の数

28年度 29年度

単位 26年度

- - -

○

単位

27年度

箇所

8,781/1

年度

165

目標値 ％

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

活力ある都市活動及びゆとりのある都市生活の実現に寄与
することを目的とする当該事業の政策体系における優先度
は高い。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

K
P
I

(
第
一
階
層

）
-

成果実績

28年度
中間目標

27年度 28年度

単位

執行額／補助対象事業者数

単位当たり
コスト

-

年度 年度

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

評価に関する説明

-

14 12 12

目標値 区間

ｋｍ実績値

定量的指標
年度

ｋｍ

0

947

○

東京圏の相互直通運転の路線延長

国
費
投
入
の
必
要
性

1 1 1

6,040/1

27年度

13,529/1

改革
項目

分野： -

164

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

都市鉄道利便増進事業の成果により、東京圏の鉄道網の利便性が向上し、混雑率等の測定指標の改善に資することができる。

-

32
定量的指標

1 1 1

年度

26年度

26年度

目標年度

年度 32 年度

中間目標

実績値 ％ 165

単位

880 880 880

目標値

東京圏鉄道における混雑率
①主要31区間のピーク時の平均混雑率

東京圏鉄道における混雑率
②180%超の混雑率となっている区間数

実績値 区間

施策 26　鉄道網を充実・活性化させる

政策 ８　都市・地域交通等の快適性、利便性の向上

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - -

目標値 - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム



用地取得・地上権設定について、土地所有者、鉄道事業者
及び自治体等との交渉が難航し、用地取得等が遅延したこ
と等により、工事の施工が遅延したこと等によるもの。

274

281

287

251

272

260

278平成25年度 平成26年度 平成27年度

事業番号 事業名所管府省名

○

補助対象者である（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構に
おいて、「随意契約等見直し計画」を作成し、競争性のない
随意契約ではなく、原則として一般競争入札等とすることで
競争性を確保している。

平成23年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

費目・使途は鉄道施設整備等必要なものに限定されている。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

事業進行の遅延等から計画変更や繰越等が生じている場合があり、このような事態を減らすために、補助事業の進捗状況の把握に努めるとと
もに、執行の適正な管理や効率的な補助事業の実施を促していく必要がある。

本事業は、国庫補助事業であることから、事業着手から事業完了までの間において、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」、
「都市鉄道利便増進事業費補助交付要綱」及び「独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法」に基づき、独立行政法人鉄道建設・運輸
施設整備支援機構職員による現場審査・書類審査を実施し、国土交通省職員が確認を行うことで、国庫補助金の支出先・使途等については、
その適否を含めて明確に把握している。

当年度の事業において整備された施設はまだ営業を開始し
ていない。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成24年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

補助対象者である（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構に
おいて、「随意契約等見直し計画」を作成し、競争性のない
随意契約ではなく、原則として一般競争入札等とすることで
競争性を確保している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

鉄道事業者への補助事業であり，都市間鉄道の利便性向上に重要であることに疑問は無く，今後も効率的な事業推進を期待する．執行額／補助対象事業者数
の単位あたりコストが算出されているが，年度により額が大きく異なるのは，1件の事業規模が年度により大きく異なるからである．補助対象事業者【数】ではない
適切な指標の検討が望ましい．

コストの適正さや予算の繰越については、事業者等へのヒアリング等を通じた、各年度の事業内容及び所要額の精査に取り組む。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○

補助対象者である（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構に
おいて、「随意契約等見直し計画」を作成し、競争性のない
随意契約ではなく、原則として一般競争入札等とすることで
競争性を確保している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

有

平成28年度

執
行
等
改

善

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 各年度に必要となる経費を支出している。

○

○

○

毎年度、多額の予算の繰越が常態化しており、適切な予算の執行に努めるべきである。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

事業実施主体において、コスト削減につながるような新工法
等の検討を継続して実施している。

行政事業レビュー推進チームの所見

当年度においては、対象施設を整備中であるが、目標達成
に向けた進捗を示している。

備考

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

当該事業については、着実な進捗を見せている。

事
業
内
容

の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

有

点検結果

事業費は、国、地方公共団体及び整備主体で負担しており、
受益者との負担関係は妥当と考える。さらに事業者負担分
については入札を導入するなどコスト削減に努めている。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

国土交通省

１３，５２９百万円

国は、関係地方公共団体と連携して、本制度を活用すること等により、都市

鉄道の既存ストックを有効活用して速達性の向上及び駅施設の利用円滑化

を図ることにより利用者の利便を増進し、もって活力ある都市活動及びゆとり

のある都市生活の実現に寄与する。

関係地方公共団体

国からの補助金を財源に、事業主体に対して補助金を交付する。

Ｂ．独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備

支援機構（建設勘定）

１３，５２９百万円

【工事の委託】
※用地買収等の機構直轄部分を除く

【補助】

【補助】

【補助】

地方公共団体と国からの補助金等を財源

に、鉄道施設を整備・保有し、当該施設を

鉄道事業者に使用させる。

Ｃ．民間鉄道事業者等（７１社）

１２，５６０百万円

民間鉄道事業者等は、事業主体との協定

等に基づき、事業主体から工事の委託を受

けて鉄道施設を整備する。

Ａ．独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構（助成勘定）

１３，５２９百万円



支出先上位１０者リスト

A.

B

（独）鉄道建設・運輸
施設整備支援機構

12,448

用地費

金　額
(百万円）

A.（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構（助成勘定）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

用地買収等

附帯工事費 附帯工事施工費

西谷駅付近連絡線接続線工事及び相鉄線
内改修工事　他

640 附帯工事費

使　途

本工事費

用地費 441 用地費 441

640

B.（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構（建設勘定）
金　額

(百万円）

12,448

神奈川東部方面線（相鉄・JR直通線、相鉄・
東急直通線）の整備工事等の施行に関する
実施設計

費　目 使　途

計 13,529 計 13,529

本工事費
東急東横線・目黒線日吉駅と相鉄・東急直
通線との接続に関する工事

2,090

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

本工事費本工事施工費

費　目

C.東京急行電鉄（株） D.

費　目 使　途

計 2,090 計 0

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付 - -

法　人　番　号

4020005004767 13,529

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

都市鉄道利便増進事業費
補助の補助金交付に関す
る業務

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（独）鉄道建設・運輸
施設整備支援機構

4020005004767

相鉄・ＪＲ直通線及び相鉄・
東急直通線の整備に関す
る業務
・用地買収等（自社工事）
・西谷駅、西谷トンネル、羽
沢駅及び新横浜駅等の土
木工事等（委託工事）

13,529 補助金等交付 -

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

鉄建・相鉄・紅梅　Ｊ
Ｖ

2010001008709 羽沢（仮称）駅の土木工事 749 一般競争入札 8 92.4％ （H21年度入札）

奥村・佐藤・青木あ
すなろ・ＮＢ相鉄　ＪＶ

7120001004931 新横浜トンネルの土木工事 455 一般競争入札 4 90.4％ （H27年度入札）

大成・東急・大本・土
志田　ＪＶ

4011101011880 羽沢トンネルの土木工事 1,632 一般競争入札 5 90％ （H25年度入札）

東日本旅客鉄道
（株）

9011001029597 横浜羽沢駅構内改修工事 1,382 - 1 -

独立行政法人鉄道建設・運輸施
設整備支援機構契約事務規程
（平成15年10月機構規程第78
号）第38条第1号エ。本契約は、
東日本旅客鉄道㈱の営業線内
等において施行する工事であ
り、営業線の運転上の安全に密
接に関連することから、東日本
旅客鉄道㈱以外では契約の目
的を達することができない。

清水・竹中土木・熊
谷・松尾ＪＶ

1010401013565
新横浜（仮称）駅の土木工
事

1,120 一般競争入札 4 92.8％ （H24年度入札）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

安藤・間・不動テトラ・
日本国土・奈良　ＪＶ

9010601030790
新綱島（仮称）駅の土木工
事

1,719 一般競争入札 3 90.9％ （H25年度入札）

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

3

4

1

2

東京急行電鉄（株） 7011001016291
東急東横線・目黒線日吉駅
と相鉄・東急直通線との接
続に関する工事

2,090 - 1 -

独立行政法人鉄道建設・運輸施
設整備支援機構契約事務規程
（平成15年10月機構規程第78
号）第38条第1号エ。本契約は、
東急電鉄㈱の営業線内等にお
いて施行する工事であり、営業
線の運転上の安全に密接に関
連することから、東急電鉄㈱以
外では契約の目的を達すること
ができない。

7

8

5

6

横浜市交通局 3000020141003
横浜市高速鉄道3号線と新
横浜駅（仮称）との交差及
び接続に関する工事

1,326 - 1 -

独立行政法人鉄道建設・運輸施
設整備支援機構契約事務規程
（平成15年10月機構規程第78
号）第38条第1号エ。本契約は、
横浜市高速鉄道3号線内等にお
いて施行する工事であり、営業
線の運転上の安全に密接に関
連することから、横浜市交通局
以外では契約の目的を達するこ
とができない。

9

10

横浜港埠頭(株) 5020001091759

羽沢トンネル・新横浜（仮
称）駅工事に伴う建設発生
土の搬入に係る搬入券の
購入

503 - 1 - -

相模鉄道（株） 5020001022615
西谷駅付近連絡線接続線
工事及び相鉄線内改修工
事

1,117 - 1 -

独立行政法人鉄道建設・運輸施
設整備支援機構契約事務規程
（平成15年10月機構規程第78
号）第38条第1号エ。本契約は、
相模鉄道の営業線内等におい
て施行する工事であり、営業線
の運転上の安全に密接に関連
することから、相模鉄道㈱以外
では契約の目的を達成できな
い。



（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

88% 154% 82%

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

主要政策・施策

7,588

実施方法

26年度

都市鉄道整備事業 担当部局庁 鉄道局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 都市鉄道政策課 課長　岡野　まさ子

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し ▲ 10,647

計

28年度

公共事業

▲ 5,716

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

（地下高速鉄道整備事業）
地下高速鉄道の新線建設、耐震補強、浸水対策及び大規模改良工事（バリアフリー化工事、列車運行円滑化工事）に係る費用の一部（補助対象事業費の
35％以内）について、予算の範囲内において補助する。（地方公共団体との協調補助）

5,487

12,358

▲ 6,969

480補正予算

予備費等

当初予算 2,160

5,716

11,279

昭和３７年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

（地下高速鉄道整備事業）
大都市圏における基幹的な公共交通機関として地下高速鉄道の整備を促進することにより、大都市圏における交通混雑の緩和・移動時間の短縮による円滑
な旅客流動を確保するとともに、バリアフリー化等のニーズに対応することを目的とする。

前年度から繰越し 9,761 10,647

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

11,952 12,519 6,394 4,066 7,081

11,673 6,295

執行率（％） 94% 93% 98%

交通政策審議会答申、地方交通審議会答申

4,066 7,081

関係する計画、
通知等

0

4,066

0

7,081

事業番号 0278

観光立国、交通安全対策、高齢社会対策、国土強靱化
施策、障害者施策、少子化社会対策、男女共同参画、
地球温暖化対策

29年度当初予算

4,066

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

都市鉄道整備事業費補助

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

バリアフリー化等の大規模改良工事の進捗による増額。

30年度要求

7,081



　

地球温暖化対策
関係

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
東京圏における主要区間の混雑率（鉄道局ホームページ）(各年度）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
東京圏における主要区間の混雑率（鉄道局ホームページ）(各年度）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
鉄道関係公共事業の評価結果（鉄道局ホームページ）

- -

- 514,677

達成度 ％ - - - -

算
出
方
法

需要推計に基づく
事業完了までにかか
る国費見込額/CO2

削減量(30年)

う
ち

、

直
接
効
果

成果実績 円/t-CO2 - - - -

目標値 円/t-CO2 - - - - 514,677

達成度 -

横断的な施策に
係る成果目標
及び成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 分類 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 33 年度

目
標
・
指
標

新線建設によりＣＯ２排
出量を年間670t削減さ

せる

1t-CO2当たりの削
減コスト

成果実績 円/t-CO2 - - - -

目標値 円/t-CO2 -

-

チェック

29年度
活動見込

30年度
活動見込

1.4

1.4

1.4

1.4

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

鉄軌道駅における段差解消への対応状況について（鉄道局ホームページ）(各年度）
(28年度実績については集計中）

- -

％

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

km

計算式
執行額/事
業者数

26年度 27年度 28年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

単位

千人

都市鉄道路線整備区間の1
日当たりの平均輸送人員

成果実績

目標値 千人

定量的な成果目標

29年度活動見込

1,128 1,167 630

活動実績

28年度

百万円

単位

％

新線建設に係る整備箇所数及び整備箇所に係る路線
延長（建設キロ）

東京圏鉄道における混雑
率
②180％の混雑率となって
いる区間数を平成32年度
に0とする

達成度 ％

km

11,673/10

都市鉄道路線整備区間の
利用者数を平成33年度に
128千人とする

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

区間

一日あたりの平均利用者
数が3千人以上の地下鉄駅
の段差解消率（規準に適合
している設備により段差を
解消している割合）を100％
にする

定量的な成果目標

成果指標

％

達成度 ％

一日あたりの平均利用者
数が３千人以上の地下鉄
駅の段差解消率

目標値

成果指標 27年度

180％超の混雑率となって
いる区間数

成果実績

％

成果指標 単位

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

32

単位

執行額／事業者数

単位当たり
コスト

28年度
中間目標

--

単位 26年度

達成度

成果実績

目標値

成果指標 単位

％成果目標及び
成果実績

（アウトカム） ％

東京圏鉄道における混雑
率
①主要３１区間のピーク時
の平均混雑率を平成32年
度に150％とする

東京圏における主要３１区
間のピーク時の平均混雑
率

成果実績 ％

目標値

15.8 15.8 1.4

11,279/10

27年度

6,295/10

目標最終年度

- - - - 0

年度

33 年度

100

-

- - - -

- 150

年度

14 12 12 -

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- -

-

87.3

-

- -

-

達成度

86.6

-

年度 年度32

32 年度

中間目標 目標最終年度

31 年度

87 128

- - - -

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度

165 164 165 -

- - -

- -

26年度 27年度 28年度

- - -

-

--

15.8 15.8 1.4

26年度



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

100

目標最終年度

目標年度

年度 32

-- -

目標値

中間目標

年度

計画開始時
28年度 29年度

単位 26年度

単位

27年度

年度

目標値 ％

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

K
P
I

(

第
一
階
層

）

成果実績

28年度
中間目標

27年度 28年度

年度 年度

165 164 165

目標値 ％ -

区間実績値

-

定量的指標
年度

区間 -

150

0

東京圏鉄道における混雑率
②180%超の混雑率となっている区間数

改革
項目

分野：

93

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

地下高速鉄道の整備を促進することにより、新線整備による広域的な地域間の交流・連携の強化、列車運行円滑化による混雑の緩和、バリアフリー
化の促進を図る。

32
定量的指標

年度
26年度

目標年度

年度 32 年度

中間目標

実績値 ％ 92

単位

14 12 12

目標値

公共施設等のバリアフリー化率

- -

東京圏鉄道における混雑率
①主要３１区間のピーク時の平均混雑率

実績値 ％

施策
鉄道網を充実・活性化させることにより、広域的な地域間の交流・連携の強化や、快適でゆとりある都市生活の実現
等を図る。

政策 鉄道網を充実・活性化させる

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

成果実績

目標値

達成度 ％

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム



繰越額については、道路管理者との協議が整わないことや、
道路陥没事故による工事停止等やむを得ない事由により発
生したものである。

国土交通省

事業番号 事業名所管府省名

地域公共交通確保維持改善事業

○

コストが巨額となる新線建設や、増収に結び付かない施設
の改良等は、事業者単体では整備が困難である。

○

評　価項　　目

地下鉄は大都市圏の通勤・通学等に利用されるため、幅広く
国民や社会のニーズを反映している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

費目・使途は地下鉄の建設・改良に必要なものに限定されて
おり妥当である。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

今後も引き続き効率的かつ適正な予算の執行に努め、事業を実施していく必要がある。

本事業においては、各補助事業者に対して、定例的な年間３回のヒアリングや必要に応じた随時のヒアリングにより、事業の進捗状況や課題、
スケジュール管理や支払いの状況等、各事業者の取り組みについて聴取するとともに、契約の方法、コスト削減の実施状況等について、必要
に応じて指導を実施している。
　また、事業者に対して交付を行っている独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構においては、毎年度補助事業者の事業の執行状況
について、現地に赴き審査を行っている。審査では、契約の発注が適正であるか等契約に係る審査をはじめ、現地における工事の実施状況
等、支出が適正なものであるかなどについて現地調査を行い、補助対象外と認められる事案等の査定を行っている。

○

整備された地下鉄施設は供用され、十分に活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

本事業では地下鉄事業者が行う鉄道施設のバリアフリー化
工事を補助対象としているが、地域公共交通確保維持改善
事業においては、地下鉄事業者以外の民鉄、ＪＲの鉄道施
設のバリアフリー化工事を補助対象としており、役割分担を
行っている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

民鉄等では整備困難な大都市の地下鉄の建設・改良につい
て、地方公共団体の補助の範囲内で国も補助しており、効
果的な事業実施となっている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

鉄道事業者への補助事業であり，都市間鉄道の利便性向上に重要であることに疑問は無く，今後も効率的な事業推進を期待する．執行額／補助対象事業者数
の単位あたりコストが算出されているが，年度により額が大きく異なるのは，1件の事業規模が年度により大きく異なるからである．補助対象事業者【数】ではない
適切な指標の検討が望ましい．

外部有識者所見を踏まえ、単位あたりコストの指標の検討を行う。また、推進チーム所見を踏まえ、事業者に対するヒアリング等により各年度の事
業内容、関係者との調整状況及び所要額の精査等を行い、当年度内の予算執行が図られるよう取り組む。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

本事業は地下鉄事業者に対して補助金を交付する補助事業
のため。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

執
行
等
改

善

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

地下鉄の新線建設等は、観光立国等様々な政策目的に関
係しており、適切かつ優先度が高い。

費目・使途は地下鉄の建設・改良に必要なものに限定されて
おり、コスト等の水準は妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

○

毎年度、多額の予算の繰越が常態化しており、適切な予算の執行に努めるべきである。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

各事業者においてコスト削減等に関する部会等を設け、行
動計画を策定するなどコスト削減等に取り組んでいる。

行政事業レビュー推進チームの所見

事業による施設整備によって、鉄道による輸送人員の創出
や、公共施設等のバリアフリー化率の向上に寄与しており、
成果目標に見合ったものなっている。

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

当初の見込みどおりの活動実績となっている。

事
業
内
容

の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

○

点検結果

受益者たる地下鉄利用者は、総括原価方式により算出され
た適正な水準の運賃を支払っており、負担関係は妥当であ

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

282

288

273 279平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成23年度

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

備考

事業箇所の選定にあたっては、引き続き、関係者との調整状況等を確認し、執行見込みの高い箇所に優先的に予算を配
分するほか、必要な事業箇所の把握・精査に努めることなどにより、効果的・効率的な予算の執行に向けた取組を行う。

平成22年度

国土交通省

６，２９５百万円

地下高速鉄道整備事業に要する経費の一部

を国が助成することで、大都市圏における交

通混雑の緩和・時間短縮による円滑な旅客

流動の確保、バリアフリー化の推進等を図る。

A.（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機

構

６，２９５万円

【補助】

関係地方公共団体

【間接補助】【出資金・補助】

地下高速鉄道整備事業を行うにあたり、「独立行

政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法」に

基づき、現場調査・書類審査を実施し、国からの

補助金を財源に、間接補助を行う。

B..鉄道事業者（10社）

６，２９５百万円

国等からの補助金等及び自己資金を財源に、

鉄道事業者は地下高速鉄道整備事業を行う。



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

チェック

(独)鉄道建設・運輸
施設整備支援機構

神戸市 9000020281000 大規模改良工事等 49 補助金等交付

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

大規模改良工事等 324 補助金等交付

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

京都市 2000020261009 大規模改良工事等 10 補助金等交付

東京都

仙台市 8000020041009 新線建設等 411 補助金等交付

8000020130001

1,774

開業設備

金　額
(百万円）

A.独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

路盤 軌道・トンネル工事施工費等

軌道・トンネル工事施工費等

4,441 開業設備

使　途

用地

停車場設備施工費等 1,789

672

その他 測量監督費等

B.東京地下鉄株式会社
金　額

(百万円）

36

停車場設備施工費等

費　目 使　途

29

計 6,295 計 2,446

路盤用地補償費等

費　目

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

法　人　番　号

4020005004767 6,295

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

鉄道整備助成業務

2 大阪市 6000020271004 大規模改良工事等 852

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東京地下鉄（株） 4010501022810 大規模改良工事等 2,446 補助金等交付

補助金等交付

名古屋市 3000020231002 大規模改良工事等 811 補助金等交付

6

7

4

5

福岡市 3000020401307 新線建設等 589 補助金等交付

10

8

9

札幌市 9000020011002 耐震補強 320 補助金等交付

横浜市 3000020141003 耐震補強 483 補助金等交付

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

幹線鉄道等活性化事業費
補助

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

形成計画事業実施箇所数の増加によるもの

「新しい日本のための優先課題推進枠」875

30年度要求

1,341

事業番号 0279

観光立国、地球温暖化対策

29年度当初予算

1,274

0

1,274

0

1,341

年度33

35 年度
26年度 27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

年度

2

- -

-

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

-

87

-

1,274 1,341

関係する計画、
通知等

達成度

-

31

-

年度

128

- - -

- 12

千人

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

1,384 1,227 1,567 2,480 1,341

1,205 1,505

執行率（％） 99% 98% 96%

形成計画事業について、事
後評価時の輸送人員が事
業完了時の輸送人員に比
べ増加した事業数を累計で
１２とする

事後評価時の輸送人員が
事業完了時の輸送人員に
比べ増加した事業数

成果実績 事業数

目標値

昭和６３年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

幹線鉄道の高速化、貨物鉄道の旅客線化、貨物列車の輸送力増強、乗継円滑化及び形成計画に基づく鉄軌道のサービス向上や利用の活性化のために必
要な施設整備事業に要する費用の一部を国が助成することで、まちづくりと連携した鉄道網・沿線地域の活性化、通勤・通学混雑の緩和、環境負荷低減に資
するモーダルシフトの促進等を図る。

前年度から繰越し 1,176 762

成果実績

目標値

成果指標 単位

千人
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

1,096

1,373

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

1,677

1,206

27年度

【補助対象者】法定協議会、地方公共団体の出資に係る鉄道施設の整備・保有を目的とする法人
【補　 助 　率】〔高速化、旅客線化、貨物拠点整備、乗継円滑化〕補助対象経費の２／１０以内
　　　　　　　　　〔まちづくり連携高速化工事及び形成計画事業〕補助対象経費の１／３以内
　　　　　　　　　〔鉄道貨物輸送力増強〕補助対象経費の３／１０以内

-

970

- -

▲ 1,206

都市鉄道路線整備区間の1
日当たりの平均輸送人員

-

事業数

幹線鉄道等活性化事業 担当部局庁 鉄道局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室
・鉄道事業課
・都市鉄道政策課

課長　石原　大
課長　岡野　まさ子

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し ▲ 762

計

28年度

公共事業

▲ 1,096

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

1,561

都市鉄道路線整備区間の
利用者数を平成33年度に
128千人とする

実施方法

定量的な成果目標

26年度

％

達成度 ％

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

鉄道関係公共事業の評価結果（鉄道局ホームページ）
※貨物線の旅客線化事業は、開業して初めて事業効果が発現するものであり、開業（平成３０年度予定）までの間は実績値を記入することが
出来ない。

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

142% 77% 90%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

鉄道統計年報（鉄道局ホームページ）
※２７年度以降の輸送実績データについては集計中



　

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

- - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - -

目標値 - - - - -

達成度 ％

-

達成度 ％ -

施策 ２６　鉄道網を充実・活性化させる

政策 ８　都市・地域交通等の快適性、利便性の向上

測
定
指
標

実績値 - -

単位

-

26年度

26年度

5 6 6

年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業により実施される旅客線化等の内容は、鉄道網の充実・活性化のための施策に資することになる。

-

定量的指標

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

－

改革
項目

分野： -

1,373／5

27年度

1,505／6

5 6 6

国
費
投
入
の
必
要
性

○

-

年度 年度

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

評価に関する説明

-

-

単位

執行額／事業実施箇所数

単位当たり
コスト

27年度 28年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

鉄道網・沿線地域の活性化、国民の通勤・通学の混雑の緩
和、モーダルシフトの推進等に資する事業であり、優先度は
高い。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

- - -

○

単位

箇所

1,205／6

計画開始時

幹線鉄道等活性化事業の実施箇所数

28年度 29年度

2,253／4

29年度活動見込

275 201 251

活動実績

28年度

百万円

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

箇所

計算式
執行額／箇
所数

563

26年度 27年度 28年度

- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

評　価項　　目

公共交通として鉄道が果たす役割の増す中、通勤・通学混
雑の緩和等を図る本事業の目的は国民や社会のニーズに
適している。

-

目標最終年度

- -

-

事業者のみでは進まない事業に対して、国、地方公共団体
で協調して補助を行っている。

○

％

- -

29年度
活動見込

30年度
活動見込

4

-

チェック

横断的な施策に
係る成果目標
及び成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 分類 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 31 年度

目
標
・
指
標

旅客線化によりＣＯ2排
出量を年間約310t削減

させる

1t-ＣＯ2当たりの削
減コスト

成果実績 円/t-CO2 - - -

目標値 円/t-CO2 -

-

1,672,258

達成度 ％ - - -

算
出
方
法

需要推計に基づく
事業完了までにかか
る国費見込額/CO2

削減量(30年)

う
ち

、

直
接
効
果

成果実績 円/t-CO2 - - -

目標値 円/t-CO2 - - - 1,672,258

達成度 -

地球温暖化対策
関係

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

事業費は、国、地方公共団体及び事業者で負担をしており、
受益者との負担関係は妥当である。

点検結果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

事
業
内
容

の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

活動実績は当初の見込みどおり、着実な進捗を見せた。

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

○

繰越の常態化は昨年度のチーム所見でも指摘したところであるが、改善の傾向は見られない。事業ごとの原因分析など、より積極的な取組が必
要である。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

利用促進の取組をあわせて実施することを要件とするなど、
より効率的に事業目的を達成するための工夫を行っている。

行政事業レビュー推進チームの所見

当年度においては、対象施設を整備中であるが、目標達成
に向けた進捗を示している。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。
事業者負担もあり、入札を導入するなど、コストについては
事業者側においても削減に努めている。

○

平成28年度

執
行
等
改

善

○

鉄道網の改良のために重要な補助事業である．しかしアウトカム指標のほとんどが空欄であり，その妥当性を判断できない．なぜ空欄となっているのか合理的な
理由を説明する必要があると考える．また，繰り越しが毎年あるのは「事業進行の遅延」のためと記されているが，毎年そのような事態が起こるのは他の構造的
要因(補助対象を決めるときの審査が不適切など)があるのか，無いのか，検証が必要である．

アウトカム指標について実績値が記入できない理由を追記した。
事業者等へのヒアリング等を通じて、各年度の事業内容及び所要額の精査に取り組む。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○

政策目的に即した事業を優先的・重点的に採択している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

整備された施設は供用され、十分に活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成24年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

法定計画の作成を要件とするなど、より効果的に事業を実
施している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

費目・使途は鉄道施設等整備に必要なものに限定されてい
る。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

　限られた予算の中、事業の目的を効率的かつ効果的に達成するため、今後も引き続き政策目的に即した事業を優先的・重点的に実施してい
く必要がある。
　また、事業進行の遅延等から計画変更や繰越等が生じている場合があり、このような事態を減らすために、補助事業の進捗状況の把握に努
めるとともに、執行の適正な管理や効率的な補助事業の実施を促していく必要がある。

　本事業は、国庫補助事業であることから、事業着手から事業完了までの間において、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」、
「幹線鉄道等活性化事業費補助交付要領」及び「独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法」に基づき、独立行政法人鉄道建設・運輸
施設整備支援機構職員による現場審査・書類審査を実施し、国土交通省職員が確認を行うことで、国庫補助金の支出先・使途等については、
その適否を含めて明確に把握している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

平成23年度

○

平成25年度 平成26年度 平成27年度

事業番号 事業名所管府省名

276

283

289

253

274

262

280

現地再精査の結果、新設橋梁架設において、工法の再検討
及び道路管理者、河川管理者との調整に時間を要したこと
等によるもの。



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

国土交通省

１，５０５百万円

幹線鉄道の高速化、貨物鉄道の旅客線化、貨物列車の輸送力増強、乗継円滑化及び形成計画に基づく鉄軌道のサービ

ス向上や利用の活性化のために必要な施設整備事業に要する費用の一部を国が助成することで、まちづくりと連携した

鉄道網・沿線地域の活性化、通勤・通学混雑の緩和、環境負荷低減に資するモーダルシフトの促進を図る。

【補助】

Ａ．独立行政法人

鉄道建設・運輸施設整備支援機構

１，５０５百万円

幹線鉄道等活性化事業費補助を行うにあたり、「独立行政法人鉄

道建設・運輸施設整備支援機構法」に基づき、独立行政法人鉄

道建設・運輸施設整備支援機構職員が現場審査・書類審査を実

関係地方公共団体

【出資金・補助・負担金】

Ｂ．鉄軌道事業者等（１社）

９６６百万円

国等からの補助金等及び自己資金を財源

に、鉄軌道事業者は、幹線鉄道の高速化、

貨物鉄道の旅客線化、貨物列車の輸送力

増強、乗継円滑化等の幹線鉄道活性化事

業を行う。

また、地方公共団体と国からの補助金等を

財源に、地域の法定協議会で策定された

形成計画に基づき、鉄軌道利用者の利便

性向上を図るための施設を整備する。

【出資金・補助・負担金】【間接補助】 【間接補助】

関係地方公共団体

Ｃ．地域法定協議会（３協議会）

５３９百万円

地方公共団体と国からの補助金等を財源に、

地域の法定協議会で策定された形成計画に

基づき、鉄軌道利用者の利便性向上を図る

ための施設を整備する。



　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

計 472 計 0

C.ＪＲ可部線活性化協議会 D.

費　目 使　途

線路設備費 軌道新設等 82

開業設備費 ホーム新設等 319

用地費 終点駅用地買収等 44

土木費 路盤造成等 27

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

土木費土木工事施工費等

費　目

計 1,505 計 966

費　目 使　途

58

電気設備工事等施工費等 582 開業設備費 237

121

用地費 用地買収費等

B.大阪外環状鉄道（株）
金　額

(百万円）

661

軌道工事施工費線路設備費 軌道工事施工費等

土木工事施工費

204 線路設備費

使　途

土木費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

電気設備工事等施工費

14

金　額
(百万円）

A.独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

用地費 用地買収費

開業設備費

594

チェック



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

3

1

2

JR可部線活性化協
議会

-
地域公共交通の活性化及
び再生に係る施設整備等

472 補助金等交付

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

大阪外環状鉄道
（株）

2120001072553
貨物線の旅客線化に係る
施設整備等

966 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

幹線鉄道等活性化事業費
補助の補助金交付に関す
る業務

法　人　番　号

4020005004767 1,505

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

独立行政法人
鉄道建設・運輸施設
整備支援機構

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

熊谷市地域公共交
通会議

-
地域公共交通の活性化及
び再生に係る施設整備等

64 補助金等交付

福井鉄道福武線活
性化連携協議会

-
地域公共交通の活性化及
び再生に係る施設整備等

3 補助金等交付



（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

99% 57% 70%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

鉄軌道駅における段差解消への対応状況について（鉄道局ホームページ）(各年度）
(28年度実績については集計中）

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

％

1,397

一日あたりの平均利用者
数が3千人以上の鉄軌道駅
の段差解消率（規準に適合
している設備により段差を
解消している割合）を約
100％にする。

実施方法

26年度

鉄道駅総合改善事業 担当部局庁 鉄道局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室
都市鉄道政策課
駅機能高度化推進室

室長　日野　祥英

事業名

会計区分

29年度

60

翌年度へ繰越し ▲ 163

計

28年度

公共事業

▲ 781

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

地方公共団体、鉄道事業者、地方運輸局等からなる協議会において策定された整備計画に基づき、ホームやコンコースの拡幅等の駅改良、バリアフリー施
設や生活支援機能施設、観光案内施設等の駅空間の高度化に資する施設の整備（補助対象経費の1/3以内）
　※ただし、駅空間の高度化に資する施設の整備に係る事業費は、全体事業費の2/10以内

848 -

496

- -

▲ 1,388 -

一日あたりの平均利用者
数が３千人以上の鉄軌道
駅の段差解消率

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

1,498

1,388781

492

平成１１年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

鉄道駅総合改善事業（鉄道利用旅客の利便性、安全性の向上等を図るために必要となる鉄道駅の総合的な改善を行う事業等）に要する経費の一部を国が
補助することにより、鉄道利用に係る一般旅客、高齢者、身体障害者等の利用の利便性、円滑性及び安全性の向上等を図ることを目的とする。

前年度から繰越し 160 163

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

％

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

493 839 1,739 3,031 3,566

833 1,640

執行率（％） 100% 99% 94%

-

100

-

-

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- -

-

86

-

- -

-

-

- -

1,643 3,566

関係する計画、
通知等

達成度

85

-

年度 年度32

0

1,643

0

3,566

事業番号 　 0280

観光立国、交通安全対策、高齢社会対策、子ども・若者
育成支援、障害者施策、少子化社会対策、男女共同参
画、地球温暖化対策

29年度当初予算

1,643

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

鉄道駅総合改善事業費補
助

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

継続事業の工事本格化及び事業実施駅の増加によるもの

30年度要求

3,566



　

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

地球温暖化対策
関係

- - -

- -

達成度 ％ - - - - -

算
出
方
法

- -
う
ち

、

直
接
効
果

成果実績 円/t-CO2 - - - - -

目標値 円/t-CO2 - - - - -

達成度 -

横断的な施策に
係る成果目標
及び成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 分類 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度

目
標
・
指
標

本事業は利便性、円滑
性、安全性の向上を図
ることを目的にしてお
り、排出削減に直接寄
与するものではないた
め、定量的な指標の策
定は困難。また、事業評
価マニュアルにおいても
環境等改善便益は計測
対象外としている。

-

成果実績 円/t-CO2 - - - - -

目標値 円/t-CO2 -

-

チェック

29年度
活動見込

30年度
活動見込

19

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

ホームやコンコースの拡幅等の駅改良、バリアフリー施設や生活支援機能施設、観光案内施設等を整備することにより、鉄道利用者及び地域住民
の利便性を高め、公共交通の利用促進につなげるとともに、バリアフリー化の促進を図る。

- -

％

100- --

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

駅

計算式
　　執行額/
箇所数

26年度 27年度 28年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

29年度活動見込

98 93 91

活動実績

28年度

百万円

単位

鉄道駅総合改善事業を実施している鉄道駅の数
駅

833/9

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

-

目標値 －

27年度 28年度

単位

執行額／箇所数

単位当たり
コスト

-

5 11 19

492/5

27年度

1640/18

86

中間目標 目標年度

32
定量的指標

5 9 18

年度

26年度

26年度

実績値 － 85

単位

公共施設等のバリアフリー化率（全ての一定の旅客施
設の1日当たり平均利用者数に占める段差解消された
一定の旅客施設の1日当たり平均利用者数の割合）

施策 26　鉄道網を充実・活性化させる

政策 8　都市・地域交通等の快適性、利便性の向上

測
定
指
標

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

目標最終年度

年度

改革
項目

分野：

K
P
I

(

第
一
階
層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標

年度 年度

成果実績

目標値

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

成果実績

目標値

達成度 ％

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係



繰越が生じていることについては、都市側事業の遅れに伴う
工事の遅れや、掘削工事中に出現した支障物の撤去等に不
測の日時を要したこと等によるもの。

事業番号 事業名所管府省名

○

「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」等に
基づき適切に支出されている。

事業者のみでは進まない事業に対し、国、地方公共団体が
協調し補助を行っている。

○

評　価項　　目

鉄道利用者の安全性や利便性の向上を図ることを目的とし
ており、国民や社会のニーズを反映している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

費目・使途は鉄道駅総合改善に必要なものに限定されてい
る。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

今後も引き続き効率的かつ適正な予算執行に努め、事業を実施していく必要がある。

本事業は国庫補助事業であることから、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」及び「鉄道駅総合改善事業費補助交付要綱」等
に基づき、(独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構による現地審査・書類審査を実施することにより、国庫補助金の支出先・使途等については、
その適否を含めて把握している。また、事業評価の適切な実施により効果の検証並びに事業の効率性・透明性の確保にも努めている。

‐

整備された施設は共用され、活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

事業の実施に当たり、事業評価を行うなど、効果的な事業で
あることの確認を行っている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

都市側事業と一体的な事業の実施、または鉄道事業者の積極的な自己投資を促すため、事業者単独の事業も併せて実施することにより、予算
の効率的な執行を図っている。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

事業評価の実施や、施策目的に即した事業を優先的・重点
的に採択する等により適切な選定を行っている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

執
行
等

改
善

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

鉄道利用者の利便性、安全性、円滑性を向上させ、公共交
通の利用促進等に資するものであり、優先度は高い。

補助対象事業者において入札を導入するなど、コスト削減に
努めており、妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

○

○

近年は予算額が毎年増加傾向にあり、執行の効率性・妥当性についてはより厳格に評価すべきである。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

都市側事業と一体的に駅改良を行うなど、より効率的に事業
目的を達成するための工夫を行うことで削減に努めている。

行政事業レビュー推進チームの所見

事業による施設整備によって、公共施設等のバリアフリー化
率の向上に寄与しており、成果目標に見合ったものとなって
いる。

備考

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

活動実績は当初の見込みどおり着実な進捗を見せている。

事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

○

点検結果

事業費は、国、地方公共団体及び事業者で負担をしており、
受益者との負担関係は妥当である。

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

278

284

290

255

275

263

281平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成23年度

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

平成22年度

国土交通省

１，６４０百万円

国は、都市側の事業と連携して本制度を活用することにより、鉄道駅のホームやコン

コースの拡幅等を行い、駅機能を総合的に改善するなど、地域の中心である鉄道駅

及びその周辺を整備することにより地域の活性化を図る。加えて、既存の鉄道駅の改

良と一体となって、地域のニーズにあった保育施設等の生活支援機能を有する鉄道

駅空間の高度化を図る。

また、さらなるバリアフリー化を推進するため、人工地盤や通路の新設といった大がか

りな改築が必要となる鉄道駅の大規模なバリアフリー化の推進を図る。

Ｂ．第３セクター（３社）

２６９百万円

関係地方公共団体

【補助】

地方公共団体と国からの補助金等

を財源に、民間鉄道事業者との協

定等に基づき、鉄道施設を整備・保

有し、当該施設を鉄道事業者に貸

付ける。

Ａ． 鉄道建設・運輸施設整備

支援機構

１，６４０百万円

国庫補助金の交付を受け、それを財源として事業主体に対して補助金を交付する。

【補助】

Ｃ. 鉄道事業者（３社、３駅）

２６９百万円

【委託】

民間鉄道事業者は、事業主体との協定

等に基づき、事業主体から工事の委託

を受けて鉄道施設を整備し、整備後の

鉄道施設について、事業主体より貸付

Ｅ．鉄道事業者（７社、１２駅）

６０５百万円

地方公共団体と国からの補助金等

を財源に、民間鉄道事業者との協

定等に基づき、鉄道施設及び保育

施設等の生活支援機能を有する施

設を整備し、当該施設を法定協議

会の規約に基づき当該財産の管理

を行う者に移管する。

関係地方公共団体

【補助】
Ｄ．法定協議会（３者）

７６６百万円

【補助】 【補助】

鉄道事業者は、大がかりな改築が

必要となる鉄道駅の大規模バリア

フリー化事業を実施。

関係地方公共団体

【補助】 【補助】



　チェック

61

電路設備費

金　額
(百万円）

A.独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

160

停車場設備費 停車場設備施工費

工事用機材、資材置場借地料

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

電路設備施工費

用地費

附帯工事費 附帯設備施工費 245 附帯工事費 附帯設備施工費

89

154

線路設備費 線路設備施工費

土木工事施工費

16 線路設備費

使　途

土木費

電路設備施工費 125 電路設備費 7

3

停車場設備費 停車場設備施工費

B.(株)横浜シーサイドライン
金　額

(百万円）

521

線路設備施工費

-

費　目 使　途

731

計 1,640 計 160

土木費 土木工事施工費 61 土木費 土木工事施工費

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

土木費土木工事施工費

費　目

C.京浜急行電鉄(株) D.ＪＲ関内駅北口整備協議会

費　目 使　途

2

- 附帯工事費

線路設備費 線路設備施工費 3 線路設備費 線路設備施工費 0

電路設備費 電路設備施工費 7 電路設備費 電路設備施工費 10

停車場設備費 停車場設備施工費 89 停車場設備費 停車場設備施工費 131

附帯工事費 附帯設備施工費

計 160 計 353

線路設備費 線路設備施工費 0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

土木費 土木工事施工費 119

電路設備費

70

電路設備施工費 29

停車場設備費 停車場設備施工費 75

計 293 計

附帯工事費

E.近畿日本鉄道(株) F. 

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

0

附帯設備施工費

附帯設備施工費 58



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

京阪電気鉄道(株) 5120001189816
深草駅総合改善事業の施
設整備（受託）

49 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

阪神電気鉄道(株) 3120001036177
甲子園駅総合改善事業の
施設整備（受託）

60 その他 - - -

独立行政法人鉄道
建設・運輸施設整備
支援機構

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付 - -

法　人　番　号

4020005004767 1,640

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

整備新幹線等の建設、保
有・貸付け、譲渡・資金回
収等
・鉄道整備を行う鉄道事業
者に対する補助金の交付
等
・旧国鉄の地位の承継に伴
う費用の支払等
・運輸技術に関する基礎的
研究等

2

-

神戸高速鉄道(株) 3140001011921

・山陽西代～阪神元町間、
高速神戸～阪急三宮間、
神鉄湊川～新開地間の鉄
道事業を行う。
・甲子園駅総合改善事業の
施設整備を実施するととも
に、完成後整備した施設を
阪神電気鉄道(株)に貸付
け、整備の際の借入金の
償還を行う。

60

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

(株)横浜シーサイドラ
イン

7020001006954

・新杉田～金沢八景間の鉄
道事業を行う。
・金沢八景駅総合改善事業
の施設整備を実施するとと
もに、完成後整備した施設
を京浜急行電鉄(株)に貸付
け、整備の際の借入金の
償還を行う。

160 補助金等交付 - -

補助金等交付 - - -

中之島高速鉄道(株) 7120001099220

・中之島～天満橋間の鉄道
事業を行う。
・深草駅総合改善事業の施
設整備を実施するととも
に、完成後整備した施設を
京阪電鉄(株)に貸付け、整
備の際の借入金の償還を
行う。

49 補助金等交付 - - -

3

1

2

京浜急行電鉄(株) 7010401009277
金沢八景駅総合改善事業
の施設整備（受託）

160 その他 - - -

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



D

E

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

西日本旅客鉄道(株) 1120001059675
和泉鳥取駅の大規模バリ
アフリー化事業の実施

44 補助金等交付 - - -

四国旅客鉄道(株) 1470001002014
伊予西条駅の大規模バリ
アフリー化事業の実施

36 補助金等交付 - - -

東日本旅客鉄道
（株）

9011001029597
小針駅、小諸駅の大規模
バリアフリー化事業の実施

17 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

近畿日本鉄道(株) 5120001183629

平端駅、近鉄下田駅、阿倉
川駅の大規模バリアフリー
化事業の実施の大規模バ
リアフリー化事業の実施

293 補助金等交付 - - －

JR関内駅北口整備
協議会

-

関内駅総合改善事業の施
設整備を実施し、完成後は
整備した施設を法定協議
会の規約に基づき当該財
産の管理を行う者に移管す
る。

353 補助金等交付 - - -

海老名市地域公共
交通協議会

-

海老名駅総合改善事業の
施設整備を実施し、完成後
は整備した施設を法定協
議会の規約に基づき当該
財産の管理を行う者に移管
する。

74 補助金等交付 - - -

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

1

2

3

西院駅周辺地域整
備協議会

-

西院駅総合改善事業の施
設整備を実施し、完成後は
整備した施設を法定協議
会の規約に基づき当該財
産の管理を行う者に移管す
る。

339 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

2

5

6

3

4

東海旅客鉄道(株) 3180001031569
新蒲原駅、栗東駅の大規
模バリアフリー化事業の実
施

82 補助金等交付 - - -

しなの鉄道(株) 9100001010566
屋代駅、小諸駅の大規模
バリアフリー化事業の実施

127 補助金等交付 - - -

9

10

7

8

山陽電気鉄道（株） 8140001016148
江井ヶ島駅の大規模バリア
フリー化事業の実施

6 補助金等交付 - - -



（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

新線調査費等補助金

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

30年度予定調査の内容増による増額

30年度要求

125

事業番号 0251

-

29年度当初予算

97

0

97

0

125

年度32

年度
26年度 27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

29 年度

100 100 100

100 100 100

国土形成計画（全国計画）（平成27年8月14日閣議決定）
未来投資戦略2017（平成29年6月9日閣議決定）

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- -

-

164 165

-

-

-

97 125

関係する計画、
通知等

達成度

165

-

年度

150

100 100 100

100

％

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

178 207 115 97 125

206 114

執行率（％） 100% 100% 99%

大鳴門橋の長大橋保全率
（橋体健全度評価点3.5以
上を確保した橋梁数の割
合）100％を維持する

大鳴門橋の長大橋保全率

成果実績 ％

目標値

平成３年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

（１)新線等調査
　　・都心直結線調査
　　　都心と羽田・成田両国際空港、都心と郊外とを直結し、速達生、利便性の向上を目的とする「都心－空港・郊外直結鉄道（都心直結線）プロ
    ジェクト」に係る調査を実施する。

(２)本州四国連絡橋維持修繕費
　(独)日本高速道路保有・債務返済機構が行う大鳴門橋の維持管理に係る経費のうち鉄道負担分(4.5％)を補助し、大鳴門橋の適切な維持管理を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

-

178

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

129

-

27年度

(１)新線等調査（定額補助）
　・都心直結線調査
　　　（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構が行う、都心直結線の整備に必要となる基礎資料等の作成に資する都心直結線調査に対し助成を行う。

(２)本州四国連絡橋維持修繕費（定額補助）
　（独）日本高速道路保有・債務返済機構が行う大鳴門橋の維持管理に係る経費のうち鉄道負担分(4.5％)に対し、実施した年度の翌年度に助成を行う。

▲ 14 -

183

- -

-

東京圏の都市鉄道主要３１
区間のピーク時の平均混
雑率

▲ 5

％

新線調査費等 担当部局庁 鉄道局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 鉄道事業課、都市鉄道政策課
課長　石原　大
課長　岡野　まさ子

事業名

会計区分

29年度

▲ 9

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

216

東京圏の都市鉄道主要３１
区間のピーク時の平均混
雑率を平成32年度に150%
とする

実施方法

定量的な成果目標

26年度

％

達成度 ％

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
東京圏における主要区間の混雑率（鉄道局ホームページ）(各年度）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

100% 100% 99%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
本州四国連絡高速道路㈱　一般国道28号（本州四国連絡道路（神戸・鳴門ルート））等に関する維持、修繕その他の管理の報告書（各年度）



　成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載 チェック



経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

- - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - -

目標値 - - - - -

達成度 ％

-

達成度 ％ -

施策 26　鉄道網を充実・活性化させる

政策 ８　都市・地域交通等の快適性、利便性の向上

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標

目標年度

年度 32 年度

中間目標

実績値 ％ 165

単位

東京圏鉄道における混雑率
①主要31区間のピーク時の平均混雑率

東京圏鉄道における混雑率
②180%超の混雑率となっている区間数

実績値 区間

26年度

26年度

1 1 1

1 1 1

27年度 28年度

1 1 1

年度

26年度

27/1 25/1

29年度活動見込

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業により実施される都心直結線調査等の内容は、鉄道網の充実・活性化のための施策の検討に資することになる。

-

32
定量的指標

164

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

改革
項目

分野： -

150/1

27年度

89/1

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

1 1 1

国
費
投
入
の
必
要
性

無

○

14 12 12

目標値 区間 0

年度 年度

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

-

27年度 28年度

単位当たり
コスト

単位

執行額／調査等を実施した箇所数（新線等調査）

単位当たり
コスト

27年度 28年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

新規鉄道路線の事業化の検討にあたっては、事前調査が適
切に行われる必要があり、そのためには検討を主導する国
が主体となって行う必要がある。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

無

年度

165

目標値 ％

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

補助対象者である（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構に
おいて、「随意契約等見直し計画」を作成し、競争性のない
随意契約ではなく、原則として一般競争入札等とすることで
競争性を確保している。

28/1

- - -

○

単位

26年度

箇所

179/1

28 27 25 57

計算式
執行額/箇
所数 57/1

計画開始時

本事業で調査等を実施した箇所数（新線等調査）

28年度 29年度

本事業で調査等を実施した箇所数（本州四国連絡橋維
持修繕費）

40/1

算出根拠

29年度活動見込

150 179 89

活動実績

28年度

百万円

活動実績 箇所

当初見込み 箇所

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

箇所

百万円

活動指標

計算式
執行額/箇
所数

40

26年度 27年度 28年度

単位当たり
コスト

単位

執行額／調査等を実施した箇所数（本州四国連絡橋維
持修繕費）

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

評　価項　　目

東京圏における空港アクセスの改善については「日本再興
戦略」でも言及される国家的課題とされており、国民や社会
のニーズを反映している。

150

目標最終年度

-

都心直結線調査は、「日本再興戦略」等の国が定める各種
計画にも記載されており、国が主導的に調査及び事業化に
向けた検討を進める必要がある。

○

29年度
活動見込

30年度
活動見込

1

29年度
活動見込

30年度
活動見込

1

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

点検結果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

事
業
内
容

の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

・本州四国連絡橋の維持修繕費補助は、大鳴門橋の維持管
理を目的としており、同橋の維持修繕計画に基づき、毎年
度、適正に修繕工事等が実施されている。
・都心直結線調査は、当年度の当初計画通りに実施された。

備考

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

‐

‐

今回は、アウトプット・アウトカム指標の双方について新たに見直しを講じたところであるが、今後とも、活動指標等についての検討を深度化し、事
業効果の検証及び説明に努めるべきである。

行政事業レビュー推進チームの所見

単位当たりコスト等の水準は妥当か。
都心直結線調査及び本州四国連絡橋維持修繕費ともに各
年度の必要な経費を支出しているものである。

平成28年度

執
行
等
改

善

○

活動指標等についての検討を深度化し、事業効果の検証及び説明に努める。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

・本州四国連絡橋維持修繕費補助により修繕工事等を実施
することにより、大鳴門橋の維持管理が図られている。
・東京圏における空港アクセス改善の検討のため、都心直
結線調査の結果は活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成24年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

補助対象者である（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構に
おいて、「随意契約等見直し計画」を作成し、競争性のない
随意契約ではなく、原則として一般競争入札等とすることで
競争性を確保している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

都心直結線調査に関しては、ルート検討のための調査や構
造物の構造検討等、必要な項目に絞って実施している。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

今後も引き続き効率的かつ適正な予算の執行に努め、事業を実施していく必要がある。

本事業は、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」、「新線調査費等補助金交付要綱」に基づき、独立行政法人鉄道建設・運輸
施設整備支援機構職員及び国土交通省職員による現場審査・書類審査等を行うことで、国庫補助金の支出先・使途等については、その適否
を含めて明確に把握するとともに、契約については、原則として一般競争入札等とすることにし、予算の効率的かつ適正な執行を図ることとして
いる。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

平成23年度

○

補助対象者である（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構に
おいて、「随意契約等見直し計画」を作成し、競争性のない
随意契約ではなく、原則として一般競争入札等とすることで
競争性を確保している。

平成25年度 平成26年度 平成27年度

事業番号 事業名所管府省名

266

258

262

263

251

270

254



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

【 補助 】

【 指名競争入札（最低価格）等 】

国土交通省

１１４百万円

Ａ．(独)鉄道建設・運輸

施設整備支援機構

８９百万円

Ｃ．民間会社（３社）

７５百万円

Ｂ．(独)日本高速道路保有・

債務返済機構

２５百万円

Ｄ．本州四国連絡

高速道路株式会社

２５百万円

【 委託 】

【 補助 】

(１)新線等調査

・都心直結線調査

国は、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構が行う都心直結線の整備に必要となる基礎資料等の作成に資する都心

直結線調査に対し、助成する。

（２）本州四国連絡橋維持修繕費

国は、(独)日本高速道路保有・債務返済機構が行う大鳴門橋の維持管理に係る経費のうち鉄道負担分に対し、助成する。

（１）新線等調査

・都心直結線調査

（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構は、都心

直結線の整備に必要となる基礎資料の作成につ

いて豊富な経験を有しており、同機構が有するノ

ウハウを活用し、効率的に調査を実施する。

(１)新線等調査

民間事業者は、（独）鉄道建設・運輸施設整

備支援機構から委託を受け、都心直結線調

査を実施する。

（２）本州四国連絡橋維持修繕費

高速道路会社法（平成16年法律第99号)第5条の規定

により、本州と四国を連絡する鉄道施設の管理につい

ては、本州四国連絡高速道路株式会社が（独）日本高

速道路保有・債務返済機構の委託に基づき行うことと

されている。

（２）本州四国連絡橋維持修繕費

本州と四国を連絡する鉄道施設の管理業務

を実施する。



計 35 計 25

C.基礎地盤コンサルタンツ（株） D.本州四国連絡高速道路株式会社

費　目 使　途

都心直結線調
査費

地質調査等 35 維持修繕費 維持修繕工事施工費

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

外部委託地質調査等

費　目

計 89 計 25

費　目 使　途

B.（独）日本高速道路保有・債務返済機構
金　額

(百万円）

75

管理費 人件費等

本州四国連絡高速道路株式会社
大鳴門橋維持修繕工事

14

使　途

都心直結線調
査費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載） 25

金　額
(百万円）

A.（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構

25



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

3

4

1

2

基礎地盤コンサルタ
ンツ（株）

2010601036670
都心直結線計画を対象とし
た地質調査

35
指名競争契約
（最低価格）

5 94.7％

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（独）日本高速道路
保有・債務返済機構

3010405004914
本州と四国を連絡する鉄道
施設の管理

25 補助金等交付 - -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

都心直結線の整備に必要
となる基礎資料の作成

- -

法　人　番　号

4020005004767 89

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付1

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

（独）鉄道建設・運輸
施設整備支援機構

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

日本物理探鑛（株） 6010801009076
都心直結線計画を対象とし
た地質調査

27
指名競争契約
（最低価格）

5 88.1％

パシフィックコンサル
タンツ（株）

8013401001509
都心直結線に関する概略
路線計画調査

13
随意契約

（企画競争）
2

本州四国連絡高速
道路株式会社

3140001024527

本州と四国を連絡する鉄道
施設の管理に関する協定
に基づき行う鉄道施設の管
理

25 その他 -

チェック



（ ）

　

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

鉄道整備等基礎調査委託
費

職員旅費

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

280

0.1

事業番号 0281

-

29年度当初予算

280

0.1

0

280

0

280

10 7 9

年度32

-

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- -

-

3 5

-

-

-

280.1 280.1

関係する計画、
通知等

達成度

3

-

年度

10

10 7 6

件

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

90 100 100 280.1 280.1

100 90

執行率（％） 99% 100% 90%

平成１９年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

社会経済活動を支える基幹的かつ必須の交通機関である鉄道について、更なる利便性の向上と効率化を目的とした整備等に向けた課題を取り上げて、今後
の鉄道整備の基本的方向に沿った基礎的な調査を実施する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件
成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

-

89

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

100

27年度

国が政策的観点から調査テーマを提示し、委託等により多面的な分野の調査主体のノウハウを活用した調査を行う。

-

90

- -

-

調査結果を活用して、制度
化、予算化、諮問機関等の
提言、通達、マニュアル等
に反映した累積件数

-

鉄道整備等基礎調査 担当部局庁 鉄道局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 都市鉄道政策課 課長　岡野　まさ子

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

100

平成32年度において調査
結果を政策に反映させた件
数を10件とする。

実施方法

26年度

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

件
本事業で調査を実施した件数

活動実績

単位

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

-

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績
（アウトプット）

活動指標

件

26年度 27年度 28年度

一般会計

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

国土交通省において毎年度反映状況を集計。

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

99% 100% 90%

29年度
活動見込

30年度
活動見込

10

チェック



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

- - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - -

目標値 - - - - -

達成度 ％

-

達成度 ％ -

施策 26　鉄道網を充実・活性化させる

政策 ８　都市・地域交通等の快適性、利便性の向上

測
定
指
標

実績値 - -

単位

-

26年度

26年度
年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業の成果である調査結果を基にして、上位施策の実現に資する政策（制度化・予算化）を策定する。

-

定量的指標

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

改革
項目

分野： -

89/10

27年度

90/9

国
費
投
入
の
必
要
性

無

○

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

-

‐

単位

執行額／調査件数

単位当たり
コスト

27年度 28年度

‐

‐

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

政策上の緊急性・重要性等を厳しく検証したうえで実施して
いる。

公示前の部内での検討はもちろんのこと、企画競争等により
複数の事業者からの提案を受けることで、各調査のコストの
水準が適正なものになるようにしている。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

有

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

支出先の選定にあたっては、企画競争の手法を取ることとし
ており、選定委員会を設立し、提案内容が真に必要なものか
どうかを含め最も優れた企画を選定している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

- - -

○

本調査は、委託業務であることから、契約から業務完了まで
の間において、「国土交通本省委託契約取扱要領」等に基づ
き、国土交通省職員に成果物確認等の検査を実施すること
により、委託費の支出先・使途等について、その適否を含め
明確に把握している。

単位

○

100/7

計画開始時
28年度 29年度

280/10

29年度活動見込

9 14 10

28年度

百万円

年度

計算式
執行額／調
査件数

28

- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

評　価項　　目

社会経済活動を支える基幹的かつ必須の交通機関である鉄
道について、更なる利便性の向上と効率化を目的とした整備
等に向けた課題を取り上げて、今後の鉄道整備の基本的方
向に沿った基礎的な調査を実施するものであり、社会のニー
ズを反映している。

-

目標最終年度

- -

-

国家的課題たる鉄道整備に関する調査であるため、国費を
投入する必要がある。

○

○

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



点検結果

事
業
内
容

の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

必要な手続きを踏まえた上で、年度当初に計画された調査
を確実に実施した。

備考

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

基礎的な研究も対象となる可能性を踏まえれば、調査結果全てが政策に反映されるものではないとはいえるが、調査を実施しただけに留まること
がないよう、政策への反映状況については適切に評価・検証すべきである。

行政事業レビュー推進チームの所見

目標最終年度における目標達成に向け、成果物を活用した
制度、予算等の検討を行っている。

平成28年度

執
行
等
改

善

○

政策への反映状況について適切な評価・検証に取り組む。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○
調査結果を活用し、政策・施策への反映や検討等を行って
いる。

平成24年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

本調査は、委託業務であることから、契約から業務完了まで
の間において、「国土交通本省委託契約取扱要領」等に基づ
き、国土交通省職員による成果物確認等の検査を実施する
ことにより、委託費の支出先・使途等について、その適否を
含め明確に把握している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

ヒアリング等により、調査の必要性を精査し所要額を要求する。

本調査は、委託業務であることから、契約から業務完了までの間において、「国土交通本省委託契約取扱要領」等に基づき、国土交通省職員
による成果物確認等の検査を実施することにより、委託費の支出先・使途等について、その適否を含め明確に把握している。また、本調査の受
託者に、委託費の経理に係る根拠資料の整備及び保存を確実に行わせることで、より効率的・公正な予算の執行を図る。また、一者応札の抑
制の取組みを引き続き行う。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

平成23年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

事業番号 事業名所管府省名

287

285

291

264

276

271

282



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

国土交通省

９０百万円

Ｂ．財団法人等（４社）

４２百万円

Ａ．民間企業等（５社）

４８百万円

【随意契約（企画競争）】【随意契約（企画競争）】

社会経済活動を支える基幹的かつ必須の交通機関で

ある鉄道について、更なる利便性の向上と効率化を

目的とした整備等に向けた課題を取り上げて、今後

の鉄道整備の基本的方向に沿った基礎的な調査を、

委託により実施する。

近畿圏における鉄道ネットワーク

は、近畿地方交通審議会答申第

８号（平成１６年）に基づき、計画

路線の整備が進められてきたとこ

ろ、昨今の鉄道を取り巻く厳しい

環境の中、近畿圏における鉄道

ネットワークの現状把握、課題整

理の深度化を図るための調査を

実施した。

東京圏における今後の都市鉄

道のあり方について、交通政

策審議会答申第１９８号で提

案されたプロジェクト整備の

課題である事業主体の確立に

向けて、現在の補助制度につ

いて、課題の整理と改善方策

の検討を実施した。



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

10

10

10

随意契約
（企画競争）

5

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

4
（一財）運輸総合研
究所

4010405010473
東京圏における今後の鉄
道ネットワークの向上施策
に関する調査

5
随意契約
（企画競争）

1

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（一財）運輸総合研
究所

4010405010473
幹線鉄道等の整備効果等
に関する調査

15
随意契約
（企画競争）

1

随意契約
（企画競争）

1

（一財）運輸総合研
究所

4010405010473
東京圏の都市鉄道におけ
る混雑状況調査

10
随意契約
（企画競争）

1

2
（一財）運輸総合研
究所

4010405010473
東京圏における今後の都
市鉄道整備のあり方に関
する調査

12

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

近畿圏における鉄道ネット
ワークの健全な維持に関
する調査
鉄道利用に対する外国人
旅行者のニーズ調査

平成28年度　安全・安心な
輸送サービスの確保に関
する調査
新たな地方鉄道路線のあ
り方に関する調査検討業
務
鉄道駅における心のバリア
フリーのあり方に関する調
査

2

2

3

1

法　人　番　号

1010401023102

7120001145148 13

2010001105522

1013201015327

1013201015327

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（企画競争）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

1

5 2

4

2

調査委託費
近畿圏における鉄道ネットワークの健全な
維持に関する調査

費　目

計 13 計 42

費　目 使　途

調査委託費 10

12

B..（一財）運輸総合研究所
金　額
(百万円）

13

東京圏における今後の都市鉄道整備のあり
方に関する調査

幹線鉄道等の整備効果等に関する調査

調査委託費

使　途

調査委託費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

東京圏の都市鉄道における混雑状況調査

5

金　額
(百万円）

A.（株）地域未来研究所

調査委託費
東京圏における今後の鉄道ネットワークの
向上施策に関する調査

15

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者
数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

（株）地域未来研究
所

ＰｗＣコンサルティン
グ合同会社

株式会社ケーソフト
エンタープライズ

社会システム（株）

社会システム（株）

チェック

チェック



（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

100% 100% 95%

一般会計

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

-

主要政策・施策

137

実施方法

26年度

譲渡線建設費等利子補給 担当部局庁 鉄道局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 鉄道事業課 鉄道事業課長　石原　大

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

　旧日本鉄道建設公団又は（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構が、三大都市圏における鉄道の新線建設又は大改良を行った後、鉄道事業者に譲渡又
は引き渡した路線について、旧公団又は機構がその建設費用に充てるために調達した借入金等の支払利子の一部を補給するもの。

-

202

- -

-

-補正予算

予備費等

当初予算 137

--

202

昭和４７年度
事業終了

（予定）年度
平成４９年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　旧日本鉄道建設公団又は（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構が建設又は大改良を行い譲渡した鉄道施設の建設等に係る借入金等の支払利子の一部
について補給することにより、都市鉄道の建設促進及び経営の健全化を図る。

前年度から繰越し - -

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

202 137 137 91 73

137 130

執行率（％） 100% 100% 95%

-

-

91 73

関係する計画、
通知等

0

91

0

73

事業番号 0282

-

29年度当初予算

91

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

譲渡線建設費等利子補給
金

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

金利状況等を踏まえ、適切な額の算定を行ったことによる減。

30年度要求

73



　

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

チェック

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

3

-

3

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構からのデータを元に国土交通省にて作成

-

目標最終年度

- -- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

路線

計算式
　執行額／
路線数

30

26年度 27年度 28年度
活動指標及び
活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

91/3

29年度活動見込

67 46 43

活動実績

28年度

百万円

単位

計画開始時

補給対象路線数

28年度 29年度

- - -

単位

-

137/3

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

鉄道施設建設等に係る借
入金等の支払利子の一部
を補給することで、鉄道事
業者の経営健全化を図り、
機構債権の着実な回収を
目指す。(回収の結果として
の債権残高目標に対して
100％達成）

年度

- -

目標値

-

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

27年度 28年度

建設勘定の機構割賦債権
残高

中間目標
定量的な成果目標

単位

執行額／補給対象路線数

単位当たり
コスト

-

-

年度 年度

-

成果実績

目標値

成果指標 単位

億円
成果目標及び
成果実績
（アウトカム） 億円

- - -

202/3

27年度

130/3

改革
項目

分野： -

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業の成果によって、都市鉄道の建設促進及び経営の健全化を図ることで、鉄道網の充実・活性化に寄与する。

-

定量的指標

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

100 100

13,539

13,539 12,847

12,847

100

12,171

達成度

14,304

29

14,304

年度 年度

3 3 3

年度

26年度

26年度

実績値 -

単位

-

施策 26　鉄道網を充実・活性化させる

政策 8　都市・地域交通等の快適性、利便性の向上

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - -

目標値 - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-



事業番号 事業名所管府省名

○

同上

○

評　価項　　目

大都市圏における鉄道整備は広く国民にニーズがあり、この
促進を図るため鉄道施設の建設等に係る借入金等の支払
利子の一部を補給することは優先度の高い事業である。ま
た、事業を適切に実施するためには、国、地方自治体、（独）
鉄道建設・運輸施設整備支援機構及び事業者の協力が必
要である。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

補給対象路線数を必要最低限に絞っており、また、債権等
の金利状況等を見据え、適切な金額を算定しているため妥
当である。

○

改善の
方向性

補給金予算要求時において、今後も債権等の金利状況等を見据え、適切な額を算定する。

本補給金の額については過去に借り入れした借入金の借換に係る金利により機械的に決まるものである。
なお、｢特殊法人等整理合理化計画｣（平成13年12月18日閣議決定）により、本事業（Ｐ線制度）は新たな路線の建設には着手しないこととされ
ている。現在の利子補給金は、過去に破綻処理した鉄道事業者（Ｐ線制度を活用した東葉高速鉄道、千葉急行及び北神急行）の債務に係る利
子を補給する義務的経費であり、本補給金を廃止した場合、当該利子の支払いができなくなるため、継続する必要がある。また、現在対象と
なっている路線の債務の償還が終了した際には、事業を廃止することとする。

‐

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

同上

補給対象路線数を必要最低限に絞っており、また、債権等
の金利状況等を見据え、適切な金額を算定しているため妥
当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

○

‐

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

○

点検結果

事業者に譲渡した鉄道施設の建設等に係る借入金等の支
払利子の一部について国と地方公共団体が負担するため、
費用・使途は必要なものに限定されており、受益者との負担
関係は妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



289

286

292

266

277

273

283平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成23年度

外部有識者の所見

平成24年度

平成49年度まで利子を払い続ける事業とのことで，アウトカム指標の考え方を当てはめるのには無理があるように思われる．引き続き着実な遂行を期待する．

アウトカムについては鉄道事業者の経営の健全化を図りつつ、機構の負債を着実に回収するという考えのもと、今年度より償還期限を踏まえた
（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構割賦債権の予定残高を目標設定することとしたところ。
引き続き外部有識者及びチームの所見を踏まえ、厳密な検証に基づいて要求を行う。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

執
行
等
改

善

義務的経費ではあるが、要求額の妥当性等については、引き続き厳密な検証を実施すべきである。

行政事業レビュー推進チームの所見

備考

事
業
内
容

の

一
部
改
善

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

国土交通省

１３０百万円

（独）鉄道・運輸機構又は旧日本鉄道建設公団が建設又は大改良を行い、

譲渡した鉄道施設の建設等に係る借入金等の支払利子の一部について補給

Ａ．（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構

１３０百万円

鉄道事業者に譲渡又は引き渡した路線について、旧公団又は機構がその

建設費用に充てるために調達した借入金等の支払利子の一部を補給するもの

【補助】



　

支出先上位１０者リスト

A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

チェック

チェック

独立行政法人鉄道
建設・運輸施設整備
支援機構

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者
数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

補給金

金　額
(百万円）

A.（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

補給金 千葉急行線に係る借入金等の利子の支払 3.5

使　途

補給金

北神急行線に係る借入金等の利子の支払 25.1

B.
金　額
(百万円）

101.4

費　目 使　途

計 130 計 0

東葉高速線に係る借入金等の利子の支払

費　目

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

- -

法　人　番　号

4020005004767 130

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-
建設又は大改良を行い譲
渡した鉄道施設の建設等
に係る借入金等の支払い

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



（ ）

　チェック

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

100% 100% 100%

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構　第3期中期目標、平成28事業年度財務諸表等

一般会計

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

独立行政法人通則法第４６条第１項

主要政策・施策

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

282

一般管理費について、中期
目標期間の最終年度（平
成29年度）において、平成
24年度比で15％程度に相
当する額を削減する。

実施方法

26年度

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構運営費交付金 担当部局庁 鉄道局、総合政策局 作成責任者

事業開始年度

交付

担当課室 鉄道事業課、交通支援課
鉄道事業課長　石原　大
交通支援課長　杉山　忠継

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

国からの補助金等を財源として、「整備新幹線の建設」、「都市・幹線鉄道の整備」、「安全・防災対策」、「技術開発」に対して鉄道事業者等への助成又は建
設勘定への繰入れを行う鉄道整備に対する助成業務については、必要なノウハウが蓄積されている（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構が補助金等の
交付業務を効率的に行う。また、地域公共交通出資等業務については、サービスレベルの向上、路線再編等により持続的な地域公共交通ネットワークの再
構築を図る地域公共交通活性化再生法に基づき国土交通大臣の認定を受けた事業に対する出資等の業務を行う。
※高度船舶技術開発等業務（内航海運の効率化、環境負荷低減に資する高度船舶技術の実用化支援業務等）については、平成27年度をもって終了してい
る。

-

234

- -

-

一般管理費について平成
24年度比で15％程度に相
当する額を削減し、平成29
年度までに24,060百万円と
する。

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

266

--

234

平成１５年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構が行う鉄道助成業務及び地域公共交通出資等業務の処理に必要な経費について所要の財政措置を講ずる。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

百万円成果目標及び
成果実績
（アウトカム） －

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

234 282 266 259 259

282 266

執行率（％） 100% 100% 100%

-

24,060

-

－

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- -

-

26,215 25,225

-

-

-

259 259

関係する計画、
通知等

達成度

26,396

-

年度 年度29

50

0

259

0

259

事業番号 0283

-

29年度当初予算

209

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

独立行政法人鉄道建設・
運輸施設整備支援機構助
成勘定運営費交付金

独立行政法人鉄道建設・
運輸施設整備支援機構地
域公共交通等勘定運営費
交付金

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

209

50



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

29年度
活動見込

30年度
活動見込

46

-

-

目標最終年度

- -- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件数

計算式 　　/

129.5

26年度 27年度 28年度
活動指標及び
活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

259/2

29年度活動見込

117 94 133

活動実績

28年度

百万円

単位

計画開始時

鉄道整備に対する助成業務における交付決定件数

28年度 29年度

- - -

単位

件数

282/3

年度

- -

目標値

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

27年度 28年度

単位

執行額（百万円）／勘定数

単位当たり
コスト

-

-

年度 年度

-

47 41 46

234/2

27年度

266/2

改革
項目

分野： -

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業の成果によって、（独）鉄道・運輸機構が鉄道整備に対する助成業務等を効率的に行うことで、鉄道網の充実・活性化に寄与する。

-

定量的指標

74 83 92

年度

26年度

26年度

実績値 -

単位

-

施策 26　鉄道網を充実・活性化させる

政策 8　都市・地域交通等の快適性、利便性の向上

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - -

目標値 - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム



事業番号 事業名所管府省名

○

同上

○

評　価項　　目

鉄道整備に対する助成業務（補助金交付等）の処理及び出
資等業務の処理に必要な財政措置を講ずるものであり、広く
国民のニーズがあり、優先度が高く、地方自治体、民間等に
委ねることはできない。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

　独立行政法人通則法第４６条の規定に基づき、鉄道整備
に対する助成業務（補助金交付等）の処理及び出資等業務
の処理に必要な財政措置を講ずるものであり、費目・使途は
事業目的に即し真に必要なものに限定されている。

○

改善の
方向性

　上記目標を達成するため、引き続き経費の削減に向けた取組を実施していく。

　一般管理費について中期目標期間の最終年度（平成29年度）において、前中期目標期間の最終年度（平成24年度）比で15％程度に相当す
る額を削減することを定めている。

‐

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

同上

運営費交付金算定ルールに則り、各勘定毎、前年度の予算
額に効率化係数を乗じた額を算定しているため妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

‐

‐

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

鉄道整備に対する助成業務については、国からの補助金等
を財源としていることから、当初予算を基に当初見込みを算
出することとなる。実績については、年度途中での補正予算
や、事業の進捗による交付変更により、当初見込みに比べ
件数が多くなっている。これらについては、年度当初に見込
むことは不可能であることから、実績と見込みの差が生じる
ことについては妥当であると考える。

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

○

点検結果

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



外部有識者の所見

事業概要について，どの機関が業務を行うかは記載されているが，その業務内容「鉄道整備に対する助成業務」「地域公共交通出資等業務」が如何なるものか
についての説明が不足しているので追記願いたい．アウトプットの欄で，活動実績の件数が当初見込みの2倍くらいに多くなっている理由や，妥当性についての説
明も必要であると考える．

所見を踏まえ、「事業概要」欄に業務内容を追記。また、「事業所管部局による点検・改善」欄のうち、「事業の有効性」の評価を追記。
引き続き、適正な予算額の要求及び今後策定する新たな中期目標に基づき効率的な執行に取り組む。

執
行
等
改

善

引き続き適正な予算額の要求及び効率的な執行に努めるべきである。

行政事業レビュー推進チームの所見

備考

事
業
内
容

の

一
部
改
善

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

290

287

293

267

278

274

284平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成23年度

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

平成22年度

国土交通省

２６６百万円

Ａ．（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構

２６６百万円

〔中期目標を定め（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構に指示。また、同機構の定める中期計画を認可〕

〔中期計画に従って鉄道整備に対する助成業務等を実施〕

Ｂ．助成勘定

２１４百万円

Ｃ．地域公共交通等勘定

５１百万円

【交付】

〔中期計画に従って鉄道整備に対する助成業務を実施〕 〔中期計画に従って出資等業務を実施〕



　チェック

162.9

物件費

金　額
(百万円）

A.独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

物件費 一般管理費

基準給与額

63.4 物件費

使　途

人件費

業務経費 1

51.3

B.助成勘定
金　額
(百万円）

201.2

一般管理費

費　目 使　途

計 265.6 計 214.2

人件費 基準給与額 38.3

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

人件費基準給与額

費　目

C.地域公共交通等勘定 D.

費　目 使　途

物件費 一般管理費 12.1

物件費 業務経費 1

計 51.4 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

独立行政法人鉄道
建設・運輸施設整備
支援機構

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者
数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

運営費交付金
交付

- -

法　人　番　号

4020005004767 265.6

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-
鉄道整備に対する助成業
務の処理及び出資等業務
の処理

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

助成勘定 4020005004767
鉄道整備に対する助成業
務の処理

214.2
運営費交付金

交付
- -

1
地域公共交通等勘
定

4020005004767 出資等業務の処理 51.4
運営費交付金

交付
- - -

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要


